
2018年度における経常収益は、
前年度比1.1％減の12兆7,749
億円となりました。

2018年度における経常利益は、
前年度比9.3％減の8,306億円、
親会社株主に帰属する当期純利
益は前年度比4.1％増の4,794億
円 、1 株 当 たり当 期 純 利 益 は
118.57円となりました。

2018年度におけるROE（自己資
本当期純利益率）は前年度比0.2
ポイント上昇し、3.6％となりました。

2018年度における1株当たり年
間配当は50円（うち中間配当は
25円）となりました。
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（校） （校） （人）（人）
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※ 2018年度育児休業取得者数には、配偶者出産休暇の取得者数を含む。

（2018年10月12日現在）

小中学校への出前授業等による金融教室実施校数（校）
「手紙の書き方体験授業」実施校数（校）
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※1 日本郵政グループの事業で排出する温室効果ガスはCO₂が対象。
※2 日本郵政（株）および主要グループ会社（日本郵便（株）、（株）ゆうちょ銀行および（株）かんぽ生命保険）を対象。
※3 施設原単位＝グループ全体の施設のＣＯ２排出量（t-ＣＯ２）／グループ全体の延床面積（㎡）
※4 車両原単位＝グループ全体の車両のＣＯ２排出量（t-ＣＯ２）／グループ全体の車両の走行距離（㎞）

地域における協力に関する協定数（市町村）（件）
防災協定数（市町村）（率）
防災協定数（市町村）（件）

18.1

0.06

0.0001290.000129
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